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事業費計　334,117 千円
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５　行財政

指定統計費

698千円（前年度 2,565千円）
《政策推進課政策推進グループ》

　国が統計法に基づき実施する各種統計調査
の市町村事務に係る経費を計上しています。
　６月　経済センサス活動調査
●主な経費
　統計調査員の報酬	 300千円
　その他の経費	 398千円
●財源
　指定統計調査市町村交付金	 451千円
　町の負担額	 247千円

264

人権啓発活動費

269千円（前年度 269千円）
《住民課住民環境グループ》

　人権擁護啓発に係る関係団体負担金及び人
権擁護委員の啓発活動に係る経費です。
●主な経費
　負担金	 62千円
　その他の経費	 207千円
●財源
　町の負担額	 269千円

社会保障・税番号制度関連事業

6,633千円（前年度 12,673千円）
《住民課住民環境グループ》

　確定申告の際、個人番号（マイナンバー）
が使用されています。通知カード・個人番号
カードは各人がきちんと保管して他人へ見せ
たりしないようお願いいたします。
●主な経費
　システム改修委託料	 2,660千円
　個人カード関連事務委任交付金	3,955千円
　その他の経費	 18千円
●財源
　システム整備費補助金等	 3,230千円
　町の負担額	 3,403千円戸籍電算システム運用事業

19,274千円（前年度 7,988千円）
《住民課住民環境グループ》

　平成２４年８月から戸籍が電算化されすべ
ての諸証明がコンピュータから発行されてい
ます。待ち時間の短縮、正確さが実現されま
した。また、令和３年１２月からクラウド化さ
れる予定です。
●主な経費
　戸籍総合システムリース料等	 5,298千円
　戸籍クラウド利用料等	 13,936千円
　その他の経費	 40千円
●財源
　町の負担額	 19,274千円

消費者行政活性化事業

594千円（前年度 594千円）
《住民課住民環境グループ》

　多重債務者対策貸付事業、消費者教育啓発
事業を行うものです。
●主な経費
　信用生協貸付金	 500千円
　その他の経費	 94千円
●財源
　貸付金元利収入	 500千円
　町の負担額	 94千円

259 262

260

261

行政事務連絡費

2,300千円（前年度 2,300千円）
《住民課住民環境グループ》

　行政事務連絡業務を、各自治会に委託する
ものです。
●主な経費
　行政事務委託料	 2,290千円
　その他の経費	 10千円
●財源
　県支出金	 160千円
　町の負担額	 2,140千円

263
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希望にあふれる協働のまちへ

広報紙の発行

6,814千円（前年度 6,758千円）
《政策推進課政策推進グループ》

　広報たっこを毎月2,500部発行して全世帯に
配布し、毎号のＰＤＦデータ化と、年度末に
１年間の合本を作成して保存しています。ま
た、合本は図書館等の公共施設へ配布してい
ます。
●主な経費
　印刷製本費	 6,530千円
　その他の経費	 284千円
●財源
　町の負担額	 6,814千円

266

協働のまちづくり推進事業	 6,264千円（前年度 6,400千円）

《政策推進課政策推進グループ》
　「魅力ある個性豊かな地域社会の実現」を目指し、町民の皆さんとつくった「協働のまちづく
り条例」のもと、次の取り組みを進めます。

【主な取り組み】
　①協働のまちづくり町民会議の開催　②協働のまちづくり活動支援事業（補助金）
　③まちづくり出前講座　④地域担当職員制度　⑤まちの仕事帳（予算説明書）の発行

●主な経費
　まちづくり活動への補助金	 2,500千円
　「まちの仕事帳」の印刷製本費	 1,986千円
　その他の経費	 1,778千円

265

●財源
　町の負担額	 6,264千円

地域おこし協力隊事業

7,438千円（前年度 4,543千円）
《政策推進課政策推進グループ》

　首都圏や都市地域から町内へ移住し、新た
な目線で地域を活性化する活動に従事する

「地域おこし協力隊員」に係る経費です。
●主な経費
　住宅等借上料	 2,759千円
　公用車リース	 1,296千円
　その他の経費	 3,383千円
●財源
　町の負担額	 7,438千円

268

対話集会開催事業

164千円（前年度 160千円）
《政策推進課政策推進グループ》

　町内各所で町長と町民が直接語り合う対話
集会を開催するための経費を計上しています。
●主な経費
　食糧費	 50千円
　その他の経費	 114千円
●財源
　町の負担額	 164千円

267

地域おこし協力隊　五十嵐孝直隊員
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５　行財政

地籍調査管理事業

2,114千円（前年度 1,987千円）
《税務課税務グループ》

　航空写真をもとに、町内全域の建物と土地
の課税状況を確認します。土地に関しては、
窓口で地積図などを発行する際に現地を分か
りやすく説明するため、航空写真を利用して
いきます。
●主な経費
　パソコンのリースと保守点検	 1,808千円
　登記地図の修正作業等	 306千円
●財源
　町の負担額	 2,114千円

273

ケーブルテレビ・プラザ管理運営事業	 114,732千円（前年度 114,451円）

《総務課情報化推進室》
　ケーブルテレビジョン及びタプコピアンプラザの管理運営については、公益財団法人にんにく
ネットワークを指定管理者として適正な管理運営を行います。ＮＴＴ東日本青森支店には、光ファ
イバケーブル施設（ケーブル幹線、ヘッドエンド施設）の保守を委託し、また、インターネット
通信に係る光ファイバ芯線の貸し付けをしています。

●主な経費
　TCV業務委託料	 70,255千円
　タプコピアンプラザ管理委託料
	 26,024千円
　その他の経費	 18,453千円

269

●財源
　光ケーブル芯線使用料	 8,681千円
　電柱用地使用料	 856千円
　町の負担額	 105,195千円

住民情報システム管理運営事業

19,685千円（前年度 22,866千円）
《総務課情報化推進室》

　住民情報システムの維持管理に係る経費で
す。
●主な経費
　使用料及び賃借料	 17,510千円
　委託料	 1,902千円
　その他の経費	 273千円
●財源
　町の負担額	 19,685千円

公共端末運営事業

1,170千円（前年度 1,085千円）
《総務課情報化推進室》

　公共端末運営に係る経費です。町立図書館
と上郷公民館に設置しています。
●主な経費
　使用料及び賃借料	 405千円
　その他の経費	 765千円
●財源
　町の負担額	 1,170千円

272

271

タプコピアンプラザ施設修繕事業

2,500千円（ 前年度 0千円）
《総務課情報化推進室》

　ケーブルテレビジョン及びタプコピアンプ
ラザを今後とも運営をしていく上で欠かせな
い建物等の修繕に係る経費です。
●主な経費
　調査設計委託料	 2,500千円
●財源
　基金繰入金	 2,500千円

270

新規掲載事業新規掲載事業
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希望にあふれる協働のまちへ

職員研修費

5,363千円（前年度 5,119千円）
《総務課総務グループ》

　多様化するニーズに迅速に対応し、町民の
みなさんが主体のまちづくりをさらに進める
ために、広い視野と問題意識を持った職員の
育成を図ります。各種研修機関が実施してい
る実務研修を受講させるとともに、個々の職
員による自主研修を行い、官民一体となって
地域づくりに取り組みます。
●主な経費
　旅費	 3,217千円
　委託料	 1,020千円
　負担金等その他経費	 1,126千円
●財源
　市町村職員研修受講費補助金	 1,307千円
　町の負担額	 4,056千円

274

確定申告システム運用事業

3,000千円（前年度 2,423千円）
《税務課税務グループ》

　所得税の確定申告受付（２月上旬～３月15
日）を中央公民館などで行うためのシステム
です。
●主な経費
　システムリース料	 3,000千円
●財源
　町の負担額	 3,000千円

277

滞納管理システム運用事業

3,496千円（前年度 3,496千円）
《税務課税務グループ》

　よりきめ細やかな滞納整理業務を行い、税
の公平性を確保するのに必要なシステムの運
用経費です。
●主な経費
　システムリース料	 2,635千円
　システム保守委託料	 861千円
●財源
　町の負担額	 3,496千円

276

賦課徴収費

4,108千円（前年度 1,935千円）
《税務課税務グループ》

　固定資産税、町県民税、軽自動車税などの
納付書、督促状の印刷経費、地方税電子申告
支援サービス利用料が主なものです。
　また、納税貯蓄組合連合会の活動を促進す
るための補助金、口座振替手数料、徴収賃金
の経費となっています。
●主な経費
　システム使用料	 1,413千円
　負担金・補助金	 1,125千円
　印刷製本費等	 1,570千円
●財源
　その他（手数料）	 1,760千円
　町の負担額	 2,348千円

275

電子申告システム導入事業

1,605千円　 　新規事業
《税務課税務グループ》

　電子申告システムの導入により、確定申告
データを税務署へ電子送信することにより、
確定申告書引継事務の効率化・申告者への所
得税の還付の迅速化が図られるシステムです。
●主な経費
　システム保守料	 26千円
　システム導入費	 1,579千円
●財源
　町の負担額	 1,605千円

278

新規掲載事業新規掲載事業
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５　行財政
固定資産評価審査委員会費

245千円（前年度 89千円）
《税務課税務グループ》

　固定資産評価審査委員会の運営や、委員の
研修会のための経費です。
※固定資産評価審査委員会とは、町が決定し

た固定資産の価格に対して不服があった場
合、中立の立場で審査するための組織です。

●主な経費
　固定資産評価審査委員報酬	 74千円
　費用弁償等	 171千円
●財源
　町の負担額	 245千円

国民健康保険事業
過誤納還付金

1,050千円（前年度 1,050千円）
《税務課税務グループ》

　会社の健康保険などに加入し遡って国民健
康保険の資格を喪失したり、所得などに変更
があった場合、多く納めた国保税をお返しす
るための経費です。ただし、期間制限があり
ますので、資格喪失などの届出は忘れないよ
うにご注意ください。
●主な経費
　保険税過誤納金還付金	 1,050千円
●財源
　町の負担額	 1,050千円

町税過誤納金還付金

1,000千円（前年度 1,000千円）
《税務課税務グループ》

　誤って二重納付となったり、所得や資産に
変更が生じた場合、会社が確定申告した結果、
法人税を多く納めている場合など、納めた税
金の一部をお返しするための経費です。
●主な経費
　過誤納還付金	 1,000千円
●財源
　町の負担額	 1,000千円

納税奨励費

1,960千円（前年度 1,283千円）
《税務課税務グループ》

　町税の納税率向上を図ることを目的とし
て、各地域で組織している納税組合の事務経
費補助金です。
●主な経費
　町納税貯蓄組合事務費補助金	 1,900千円
　表彰記念品費	 60千円
●財源
　町の負担額	 1,960千円

282

284

281

283

家屋評価システム運用事業

363千円（前年度 693千円）
《税務課税務グループ》

　家屋評価計算システムにより、木造・非木造
家屋の評価を短時間で適正に行っていきます。
●主な経費
　システム保守料	 363千円
●財源
　町の負担額	 363千円

土地評価事務委託事業

94千円（前年度 268千円）
《税務課税務グループ》

　町内の宅地価格がどのように変化している
のかを調べるため、不動産鑑定士が３年毎に
町内６２箇所の土地評価を行い、１０地点につ
いては毎年行います。
●主な経費
　標準宅地不動産鑑定委託料	 94千円
●財源
　町の負担額	 94千円

279

280
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希望にあふれる協働のまちへ

国民健康保険事業
賦課徴収費

1,206千円（前年度 1,591千円）
《税務課税務グループ》

　国民健康保険制度は加入者が収入に応じて
保険税を出し合い、私たちの健康を保持向上
することを目的としています。そのためには
税金を確実に納めていただくことが大切であ
り、町では納税相談を実施しています。
●主な経費
　税滞納整理機構負担金	 680千円
　賦課徴収全般	 526千円
●財源
　その他（繰入金等）	 1,206千円

国民健康保険事業
納税奨励費

1,200千円（前年度 1,900千円）
《税務課税務グループ》

　町の納税率向上を図ることを目的として、
各地域で組織している納税組合の事務経費補
助金です。
●主な経費
　町納税貯蓄組合事務費補助金	 1,200千円
●財源
　その他（繰入金等）	 1,200千円

285

286

介護保険料普通徴収管理費

202千円（前年度 194千円）
《税務課税務グループ》

　介護を受けなければならなくなった時、家
族の時間的・経済的な負担を考えると介護保
険サービスが必要となります。保険料を未納
していると、サービスを利用する際の自己負
担額が高額となる場合がありますのでご相談
ください。
●主な経費
　印刷製本費	 76千円
　郵便料	 126千円
●財源
　その他（繰入金等）	 201千円
　町の負担額	 1千円

287

ふるさと納税広報費

39,257千円（前年度 30,584千円）
《税務課税務グループ》

　田子町にご寄附いただいた方々へ、町の特
産品をお礼の品としてお贈りし、町の財源確
保と地域産業の活性化を図ります。
●主な経費
　ふるさと納税記念品	 27,300千円
　ふるさと納税に係る業務委託料
	 11,550千円
　印刷製本費等	 407千円
●財源
　町の負担額	 39,257千円

288

男女共同参画意識啓発事業

157千円（前年度 157千円）
《政策推進課政策推進グループ》

　男女共同参画に対する意識の醸成を図るた
め、講演会や視察研修等を実施します。
●主な経費
　講師謝礼	 100千円
　その他の経費	 57千円
●財源
　町の負担額	 157千円

290

つどいの休憩所支援事業

360千円（前年度 360千円）
《住民課住民環境グループ》

　フェザン通りの休憩・避難施設と併せて、北
側・南側自治会の集会所としても利用し、高齢
者などの休憩と子どもたちの見守りの場所の創
設支援をします。
●主な経費
　賃借料補助金	 360千円
●財源
　町の負担額	 360千円

289
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５　行財政

町議会の運営費

52,982千円（前年度 53,938千円）
《議会事務局》

　議員の報酬と期末手当の支給及び議員共済
会に支払う経費です。また、定例会・臨時会、
各常任委員会の費用弁償、視察研修や国会陳
情にかかる旅費などの経費です。
●主な経費
　議員報酬・手当	 33,233千円
　共済負担金	 8,497千円
　費用弁償等その他の経費	 11,252千円
●財源
　町の負担額	 52,982千円

監査の委員費

975千円（前年度 534千円）
《議会事務局》

　監査委員の報酬と費用弁償が主な経費です。
●主な経費
　報酬	 397千円
　費用弁償	 236千円
　その他の経費	 342千円
●財源
　町の負担額	 975千円

バス運行事業

2,290千円（前年度 2,268千円）
《総務課総務グループ》

　町民の福祉活動、社会活動への参加促進や
地域活動の促進を図るため、福祉バス及び研
修バスを運行しています。
●主な経費
　燃料費	 1,000千円
　修繕料・消耗品費	 987千円
　その他経費	 303千円
●財源
　町の負担額	 2,290千円
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集会施設管理事業

21,129千円（前年度 21,101千円）
《住民課住民環境グループ》

　集会施設の維持管理経費の1/2相当額を管理
団体に補助します。また、老朽化した集会施
設には「高齢者に対応する特別改修」を計画
的に実施します。
●主な経費
　集会施設管理運営補助金	 3,000千円
　特別改修ほか施設工事費	 14,501千円
　火災保険料・消防設備点検等
　その他の経費	 3,628千円
●財源
　特別改修自治会分担金	 216千円
　地方債（借入金）	 14,200千円
　町の負担額	 6,713千円

墓園管理事業

1,426千円（前年度 1,428千円）
《住民課住民環境グループ》

　墓園の適正な管理を図るため、維持管理委
託や葬祭場の維持管理を行うものです。
●主な経費
　管理委託料	 400千円
　光熱水費・修繕費等	 641千円
　その他の経費	 385千円
●財源
　墓園管理手数料	 928千円
　葬祭場使用料	 294千円
　墓園永代使用料	 204千円
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